



































































































































































































































































































































































































































forced, coercive and otherwise involuntary sterilization – An interagency statement）。
前掲注（20）文献も参照。
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外れたとして、手術を実施しない当事者を想定した類似の事案でも本判決
と同様の結論が導かれるであろうか。あるいは、申込者が性同一性障害と
診断されたが特例法に基づく性別変更はしていないという場合、さらに、
性自認が生物学的な意味での性と一致しないが診断を受けていない場合は
どうか。
（一）でみた論理と結論は、本判決の事案に特有のものではない。つま
り、性的アイデンティティーを理由とする入会拒否が違法と考えられる以
上、当事者が性別適合手術を実施したか否か、あるいは、性同一性障害の
診断を受けたか否かによって結論が異なることはないといえる（25）。
ただし、（一）の場合と異なる考慮が必要とすれば、それはプライバシー
や個人的安全の保護を理由とする正当化の可否であろう。たしかに、本件
のように顧客が男女別の更衣室の利用を前提とする場合には、ある利用者
の外見から推察される生物学的な性別と当事者の性自認が異なるときに、
マジョリティに属する他の利用者の安全に対する感覚が問題となりうる。
しかし、いかにそれに配慮するとしても、当事者を排除することは許され
ないと解される（26）。むしろ、ここでは以下に述べる合理的配慮の提供が問
題とされることになろう。結局、本件のような場合には、当事者の外見等
にかかわらず、性自認を理由とする契約締結の拒否は許されない。
Ｙら自身の損害の防止という理由でＹらの行為が正当化されることも考
えられないのは、（一）で示したとおりである。
（２）合理的配慮の不提供
それでは、性自認等に基づく不利益処遇がなされることなく契約が締結
された場合に、更衣室やトイレがそれなりに設計されていないため他の顧
客との調整が難しい、などといった理由で、当事者が契約関係を続けにく
（25）　同旨、前掲注（4）則武・119頁。
（26）　前掲注（9）拙稿148頁。
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い状況が形成されるのはやむをえないのだろうか（27）。しかし、これを全面
的に許容すれば、当事者を遠回しに契約関係から排除できることになる。
特定の理由に基づく不利益処遇と交錯する（28）合理的配慮の不提供も、禁
止される不平等処遇にあたりうるのは、前述のとおりである。
もっとも、過去および現在における生物学上の性別と性自認とに差異が
ある当事者に対する合理的配慮は、当事者（またはその補助者）から当事
者が現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合
においてのみ要請される。合理的配慮は、事後的性格を有し、当事者が社
会的障壁の除去に対する必要性を感じた場合に申し出ることを契機として
個別の当事者に提供されるべきものだからである（29）。また、性自認や性別
変更等に関する事柄は、自らすでに公表したのでない限り、プライバシー
として法的保護に値する人格的利益といえる（30）。
また、合理的配慮の内容・程度は、個別の事例における提供者の権限・
裁量、第三者による差別的行為のケースでは当該第三者と提供者との関係
性に応じて決定される。事業への影響の程度、実現可能性、費用・負担の
程度、事業規模、財務状況や公的支援の有無等に照らして過重な負担を要
請することはできない（前述四（二）参照）。
ゆえに、実際に要請される合理的配慮の内容は個別の状況により異な
る。たとえば、本件のようなゴルフクラブを想定したときに考えられる合
理的配慮の内容は、更衣室の増設や改造、誰でも利用可能な簡易間仕切り
（27）　前掲注（1）君塚・146頁は、本判決の事案について「X1の性別の問題は入会後の
扱いの問題に過ぎない。更衣室などの整備も事後の問題であろう」とする。こうし
た「事後の問題」は、当事者が現行の特例法のもとで性別を変更したケースに限ら
ず、むしろそれ以外のケースで顕著となろう。ここではその点を検討する。
（28）　前掲注（12）川島・61-63頁等。
（29）　前掲注（12）川島・49-55頁、障害者差別解消法８条２項等参照。
（30）　長谷川珠子「日本における『合理的配慮』の位置付け」日本労働研究雑誌646号
15-26頁、前掲注（12）川島・51頁、西倉実季「合理的配慮をめぐるジレンマ：アク
セスとプライバシーの間」前掲注（11）・川島ほか『合理的配慮』163-180頁所収、
前掲注（1）「LGBTsの法律問題Q＆A」106-109頁。
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の設置、いわゆる「だれでもトイレ」やそれに準ずるものの配置等さまざ
まな措置が考えられる。
さらに、当事者が他の顧客から嫌がらせを受けるなどした場合には、提
供者であるクラブの対応義務が問題となる。すなわち、クラブには、そう
した行為を排除あるいは阻止しつつ関係当事者の利益に配慮した、適切、
必要で適当な措置をとることが要求される。
（三）性的指向に基づく不利益処遇
時折混同されることがあるが、いうまでもなく、性同一性・性自認の概
念は、性的指向とは異なるものである。もっとも、前述したとおり、性的
指向に基づく不利益処遇も性的アイデンティティーを理由とするものとし
て一般に禁止される。今回のようなケースで当事者の性的指向を理由とし
て契約を拒否することは、違法となる。
それにとどまらず、ゴルフクラブ側の不適切な対応が民事責任を生じさ
せる可能性がある。当事者が他の顧客から差別的な取扱いをされた場合
に、他の顧客の不法行為責任だけでなく、提供者であるクラブの対応義務
が問題となるのは（二）で述べたのと同様である。
六　おわりに
静岡地浜松支判平成26年９月８日は、性同一性障害とこれに基づく特
例法による性別変更を経た者のゴルフクラブ入会を、憲法14条１項後段
の社会的身分またはその他の事由に基づく差別として、間接適用説の立場
から不法行為に基づく損害賠償請求を認容した事例である。本件の事案で
契約実現型の救済が可能かは明らかでないが、契約締結の拒否を違法とし
た点で、契約締結の自由と契約相手方選択の自由の限界の一端を示す。
現行の特例法は、性同一性障害という「疾患」とその「治療」に着目する。
しかし、「性同一性障害」概念が他の概念に置き換えられ、性自認の多様
白鷗法学　第23巻２号（通巻第48号）（2017）134
性を病理と説明すること自体が疑問視されることからすれば、これを「障
害」概念に含めて解するのが適当かは疑わしく、少なくともそうする必要
性はない。むしろ、本件における不利益処遇は「性的アイデンティティー」
を理由とするものとして再構成できる。
不利益処遇を正当化する合理的な理由の例として、当事者や第三者に対
する危険の予防や損害の防止、プライバシーや個人的安全の保護等が考え
られるが、本件の事案で、他の顧客やゴルフクラブ自身の利益を保護すべ
きとの反論は、いずれにもあてはまらない。
さらに、本判決のように現行の特例法に基づいて性別適合手術を経た者
が原告となる事案でなければ、申込者に対する不利益処遇が許されるとい
うわけではない。閉鎖性が否定される団体が主体となる、性的アイデン
ティティーを理由とする入会・利用の拒否についてみれば、それは一般に
違法である。当事者が性別適合手術を実施したか否か、あるいは、性同一
性障害の診断を受けたか否かによって結論は異ならない。特例法による性
別変更のための要件は、対象者の人権問題を抱えており、国際的な観点か
らしても改正の必要が論じられている。同法が改正されて身体的所見の変
更が要件から外れた場合はもちろん、そうした改正を待たずとも、性自認
にかかわらない平等処遇が要請されるといえる。
また、こうした場合に、性的アイデンティティーを理由に入会・利用を
拒否しなかったとしても、設備等の不備を理由に実際の利用を制限するこ
となどが許されるわけではない。当事者が望むにもかかわらず合理的配慮
を提供しないことも、禁止される不利益処遇に含まれるからである。もち
ろん、合理的配慮の内容は、当事者と提供者の双方の事情を考慮して決定
され、提供者に過重な負担を強いるべきものではない。
他の顧客等の第三者から当事者が不利益処遇を受けている場合には、提
供者の対応義務の問題となる。当事者の契約上の義務の履行を拒絶する権
利が介在することにより、間接的に提供者による対応措置が促進されるこ
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ととなろう。もっとも、当事者が社会的障壁の排除を要求してもいないの
に、提供者が当事者の情報をことさら開示するなどしてはならない。
本件以外にも、性的マイノリティの平等処遇は、労働関係だけでなく、
賃貸借契約、宿泊契約といったさまざまな契約において問題となってい
る。本稿の検討は、それらの解消に資するべきものである。そのために、
とりわけ、障害者差別解消法に具体化された合理的配慮の概念が、契約に
おける平等処遇の理論において重要な位置を占めているといえる。
（本学法学部講師）
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